　（様式１）
※「Ｊグランツ」による応募では不要
	受付番号
※記載不要
	


経済産業省　あて


休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金（令和７年度補正第１回公募　災害対策分）申請書


	申請者
	法人番号（＊）
	

	
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載し、法人番号を付与されていない　
個人事業者等の場合には、記載不要。
（様式２）
	受付番号
※記載不要
	



休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金（令和７年度補正第１回公募　災害対策分）
提案書

1． 事業目的・内容
　※具体的な事業目的・内容を明確に記載。
　※設置等したものについて、停電、道路不通、豪雨などの事態が発生した際における使われ方や設備設置の効果を記載。
　※具体的に何をどこに設置するのかがわかるように、鉱山周辺の地図や設備の設置場所がわかる図面等を添付すること。
　※複数事業の実施が補助目的を達成する上で必須である場合、その説明をすること。


2． 補助事業の実施方法及び実施場所
　※具体的な実施方法を記載。
　※実施場所の住所を記載。


3． 補助事業の実施体制
　※今回の補助事業における関係者の業務内容、役割分担等（経理の管理体制を含む。）がわかるように記載。


4． 補助事業の効果
　※当該事業を実施することで、期待できる効果等を記載。
　※「対応可能日数」の増加を見込む場合はその増加日数を記載（複数の事業を実施する場合は事業ごとに増加分を記載すること。また、試算に当たっての考え方も記載すること）。
　　　対応可能日数とは、停電や道路不通などの事態が発生した際も継続的に坑廃水処理を行うことが可能な日数。または、未処理の坑廃水を貯水することができる日数。対応可能日数の計算に当たっての坑廃水量は直近１年の年間平均値とする。
※豪雨時でも通常とおりに坑廃水処理ができる設備の設置等については、現在対応可能な雨量と設備設置等による対応可能な最大雨量及びその考え方など坑廃水処理施設の機能の維持向上が分かる指標を記載してください。

5． 補助事業の開始及び完了予定日
　※補助事業の開始日は、補助事業の交付を決定した日（交付決定日）とする。
　※補助事業の完了日は、導入された設備を検収の上、事業に関わる補助対象経費の支払いが完了する日とする。
　※補助事業は、令和８年３月１７日（火）までに完了させること。
　　なお、必要に応じて財政当局に対し予算の繰越手続を行う予定です。
　※１．の事業内容の月別のスケジュールも記載。


6． 補助金見込額
　※公募申請時点での見込みを記載してください。（採択後、経済産業省と調整した上で決定することとなります。）
　○積算内訳（補助率：１／４）
　　（単位：円）
	経費区分
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額

	設計費
	5,000,000
	5,000,000
	1,250,000

	設備費
	10,000,000
	10,000,000
	2,500,000

	工事費
	5,000,000
	5,000,000
	1,250,000

	合計（補助金見込額）
	20,000,000
	20,000,000
	5,000,000


※「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するのに必要な経費。
※「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうち、補助対象となる経費。
※補助率は、募集要領の「２．補助金の交付の要件」の「２－２．補助率・補助額」の記載のとおりとしてください。
※募集要領の「７．補助対象経費の計上」の「７－３．補助対象経費からの消費税額の除外」のとおり補助対象経費は、原則、消費税等を除外して計上してください。
※記載例のとおり、補助金申請額の小数点以下の端数は切り捨てた金額を記載してください。


7． 資金計画
　○資金調達方法
（単位：円）
	補助事業に要する経費
	20,000,000

	補助金充当（予定）額
	5,000,000

	金融機関等からの借入れ（予定）額
	5,000,000

	　借入条件：補助事業取得財産の担保予定
	有・無

	自己資金充当額
	10,000,000


※記載例のとおり、それぞれ該当する金額を記載してください。

　○精算払いまでのつなぎ資金について
　　つなぎ資金について、いずれかにチェック・記載をお願いします。
· 自己資金で支弁予定
· 自己資金での立替えが困難なことから概算払の要望有
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


8． 補助事業に関して生ずる収入金
· なし
· あり：　　　　　　　　　　円
※収入金の詳細について記載してください。




[bookmark: OLE_LINK1]（様式３）
	受付番号
※記載不要
	



団体概要書

１．申請者の概要
	事業者名
	

	代表者の役職及び氏名
	

	担当者の役職及び氏名
	

	所在地
	

	設立日
	

	人数
	

	申請者の営む主な事業
	









２．申請者の資産及び負債に関する事項
　　総資産　　　　：　　　　　　　　円
（うち現金預金：　　　　　　　　円）
（うちその他　：　　　　　　　　円）
　　負債　　　　　：　　　　　　　　円

３．申請者の応募資格に対する基本的事項について以下の質問にお答えください。
（１）今回申請している補助事業を的確に遂行する組織、人員等を有していることについて、これまで申請者が取り組んできた内容も踏まえて説明してください。


（２）今回申請している補助事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有していることを説明してください。グループ会社からの支援がある場合にはその点についても説明してください。また、債務超過の状況である場合は、そのような状況であっても補助事業の遂行に支障がないことについても説明してください。



（様式４）
	受付番号
※記載不要
	



３者見積の留意事項に係るチェック項目


以下のチェック項目について「はい」もしくは「いいえ」のいずれかに○を付けてください。

1． 補助対象経費と補助対象外経費が明確に判別できる見積明細になっているか。（見積明細の様式は自由）
＜　はい　・　いいえ　＞

2． 見積仕様書において、機種指定・発注先指定等は行っていないか。
＜　はい　・　いいえ　＞

3． ３者見積・競争入札は、競争関係が成立する依頼先にて行っているか。（３者見積等によらない場合は理由書を添付しているか）
＜　はい　・　いいえ　＞

4． 見積条件を統一する等、適正な価格競争が実施されているか。
＜　はい　・　いいえ　＞

５．補助金交付決定日までは発注を行わないか。
＜　はい　・　いいえ　＞








（様式５）


賃金引上げに係る誓約書


　休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金（令和７年度補正第１回公募　災害対策分）の申請に際し、以下について誓約いたします。


１．当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすること。

2． 補助事業終了後に実施する事業化状況等報告時に、正当な理由なく誓約した水準に達していない場合には社名を公表することについて、予め承諾すること。



令和 年 月 日
株式会社○○○○○○
所在地
代表者氏名 ○○ ○○


